赤字業績下におけるトヨタの労使関係 by 杉山 直
はじめに
トヨタの 2008 年 3 月期決算は､ 連結営業
利益が 2年連続で 2兆円を超え､ 過去最高の
2兆 2,703 億円となった｡
しかしながら､ 2008 年 9 月､ アメリカの
リーマン・ブラザーズが経営破綻し､ トヨタ
はいわゆる ｢リーマン・ショック｣ に直面し､
世界的な自動車販売の低迷により､ 2009 年 3
月期決算では､ 連結営業損益は 4,610 億円の
赤字に転落したのであった｡
その後､ 急激な円高1､ 2010 年 1 月から 2
月にかけてのリコール問題2､ そして 2011 年
3 月の東日本大震災､ 同年 10 月のタイでの
大洪水というように､ トヨタは度重なる衝撃
に直面してきた｡
トヨタにとって､ 2009 年から 4 年の間は､
衝撃の連続であったと言えよう｡ そして､ こ
うした経営環境の中で､ トヨタは業績を悪化
させ､ 2010 年 3 月期決算では､ 連結営業損
益は 1,475 億円に黒字に転じたが､ 単独決算
では営業損益は 3,580 億円の赤字となり､ 前
年度と比較して赤字幅は 1,401 億円拡大した｡
2011 年 3 月期決算では､ 連結営業損益は
4,682 億円と前年度より 3,207 億円の増益と
なった｡ しかしながら､ 単独決算では営業損
益は 4,809 億円の赤字であり､ 前年度と比較
して 1,529 億円､ 赤字幅は拡大した｡
そして 2012 年 3 月期決算では､ 連結営業
損益は 3,556 億円の黒字であったが､ 前年度
と比べて 1,126 億円の減益となった｡ 単独決
算では営業損益は 4,398 億円の赤字となり､
4 期連続の赤字となった｡
2010 年 3 月期決算で､ トヨタの連結営業
損益は黒字に転化したものの､ その後の業績
は低迷しており､ 特に ｢本業｣ の利益である
単独決算は 4期連続の赤字となっているので
ある｡
1962 年 2 月にトヨタと労働組合 (以下
｢組合｣ とする) は､ ｢労使宣言｣ を締結した
が､ トヨタの労使にとって､ リーマン・ショッ


































月 14 日から 3月 25 日まで続き､ 国内全工場
での生産は稼働率を大震災前の 5割程度に下








台数をみると､ 対前年比で 3 月 61.9％減
(5,475 台)､ 4 月 79.8％減 (2,488 台)､ 5 月
36.6％減 (8,210 台) と激減したが､ 6 月に
は 16.5％減 (11,175 台) となり､ 7 月 12.5％





北米では､ 4 月 18 日から 4 月 25 日にかけ
て月曜日と金曜日に14工場のうちアメリカ・
ミズーリ州の工場を除き 13 工場を 5 日間､
稼働を停止した7｡












原発の被災により､ 生産拠点が立ち入り禁止区域にある場合は､ 型や設備を持ち出せず､ 他拠点へ
の生産移管にも大きな困難が伴うなどの影響
(出所) トヨタ自動車広報部 『クリエイション』 No. 2011 年 8 月､ 5 ページより作成した｡
表 2 トヨタのライン休止例
休止期間 減産規模
1995 年 阪神大震災 1.5 日 2 万台
1997 年 アイシン精機の工場火災 2日 7万台
2007 年 部品メーカー､ リケンの工場が新潟県中越沖地震で被災 3.5 日 6 万台





(出所) 『日本経済新聞』､ 2011 年 3 月 24 日から作成した｡
月曜日と金曜日の稼働を停止し､ さらに火曜
日から木曜日での稼働率を 30％に落とした




場､ ポーランドのエンジン工場の 5工場が 4
月 21 日から 22 日､ 4 月 25 日から 29 日､ 5
月 2 日に稼働を停止した8｡
中国では､ 全ての完成車・部品工場におい
て､ 4 月 21 日から 6 月 3 日にかけて生産規
模を 30％から 50％とし､ 7 月以降に予定し
ていた夏期連休を 4月末あるいは 5月上旬に
振り替えることにした｡




またフィリピンの完成車工場でも 4 月 18
日から 20 日に操業を停止し､ インドの完成
車工場では 4 月 25 日から 6 月 4 日まで､ マ
レーシアの完成車工場では､ 4 月 25 日から 6















1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8月 9月 10 月 11 月 12 月
2010 年 14,778 14,643 14,372 12,317 12,945 13,384 14,150 13,961 13,773 11,718 11,798 12,628
2011 年 12,318 13,013 5,475 2,488 8,210 11,175 12,337 13,889 13,927 13,589 11,878 13,386
対前年比(%) -16.6 -11.1 -61.9 -79.8 -36.6 -16.5 -12.8 -0.5 1.1 16.0 0.7 6.0
(出所) 1. 2011 年 1 月の数字以外は､ トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 に掲載された数字から
作成した｡
2. 2011 年 1 月は 『評議会ニュース』 から数字を入手できなかったため､ 1 月の国内生産 234,045
台を 1月の稼働日 19 日で算出した｡
3. 1 月の国内生産台数はトヨタ自動車広報部 『クリエイション』 No. 2220､ 2011 年 3 月にある
｢データクリップ 1 月｣ からのものであり､ 1 月の稼働日は ｢トヨタカレンダー 2011 トヨ
タ (本社)・工場地区｣ からのものである｡
(台)











TMT (タイ) 29,885 71.2 TMMI (アメリカ・インディア) 13,926 69.4
TFTM (中国・天津) 26,083 64.8 TMMTX (アメリカ・テキサス) 10,221 107.4
TMMC (カナダ) 25,691 64.0 TKM (インド) 9,203 153.4
TMMK (アメリカ・ケンタッキー) 19,716 57.5 國端 (台湾) 8,677 108.3
GTMC (中国・広州) 16,278 72.5 TSAM (南アフリカ) 8,222 94.9




台数はグローバルで約 19 万台 [10/10～11/





ある完成車 3工場を 10 月 10 日から操業を停
止した｡ トヨタは当初､ 操業停止を 10 月 15
日までとしていたが 10 月 22 日まで延長し､
部品調達が安定しないため､ さらに 10 月 28
日までに延長した｡
その後も操業停止を延長し､ 最終的には
11 月 20 日まで操業を停止した｡ この結果､
タイでの自動車生産は 10 月においては､ 対




滞る可能性があったため､ 10 月 24 日から 11
月 18 日まで国内の全ての完成車工場での残
業をとりやめ､ 生産調整を行った｡
さらに 11 月 2 日から 4 車種の生産を一時
中止し､ 11 月 7 日から新たに順次､ 16 車種
の生産を一時中止した｡
こうした生産調整は 11 月 18 日まで行われ




11 月は同 5.1％増・276,851 台となった｡
ただし､ トヨタは生産調整によって生産計
画を変更しており､ 日当たり生産では､ 当初






イは含めない おいて､ 10 月 24 日から生
産調整を始めた (表 5)｡
そして 11 月にはマレーシアとパキスタン
が 7日から稼働率を抑制し､ 生産調整は 8か
国に拡大した｡
こうした生産調整はアメリカでは 11 月 14
日で取り止められ､ 11 月 21 日からは通常レ
ベルの稼働となり､ ベトナムとフィリピンも
11 月 28 日から通常レベルの稼働となった｡





表 5 タイ洪水に伴うトヨタの対応 (10 月 27 日時点)
インドネシア






アメリカ 29 日の稼働停止､ 31 日から稼働率を抑制｡
カナダ 29 日の稼働停止､ 31 日から稼働率を抑制｡
南アフリカ 31 日から稼働率を抑制｡
(出所) 『日本経済新聞』､ 2011 年 10 月 28 日から作成した｡
Ⅱ. 円高による業績悪化
2011 年 11 月 8 日､ トヨタは 2011 年 9 月
中間連結決算を明らかにした｡ 売上高は前年
同期比 17.2％減の 8 兆 159 億円であり､ 営
業損益は 325 億円の赤字 (前年同期は 3,231
億円の黒字)､ 純利益は 71.8％減の 815 億円
で 2年ぶりの減収減益となった｡
トヨタは､ 減益の要因として東日本大震災
で 3,200 億円､ そして前年同期と比べて対ド
ルで 9円進んだ円高が 1,300 億円とした｡
なお､ 2012 年 3 月期連結決算の予想につ
いて､ タイでの洪水の影響で ｢未定｣ に変更
し､ また想定為替レートも示さなかった｡
そして､ 2011 年 12 月 9 日､ トヨタは ｢未
定｣ であった 2012 年 3 月期連結決算の予測
を明らかにした｡ 連結売上高は 18 兆 2,000
億円 (8 月予想 19 兆円)､ 連結営業利益 2,000
億円 (同 4,500 億円)､ 連結純利益 3,900 億円
(同 1,800 億円) であった｡
また国内事業の業績を示す営業損益は
5,300 億円の赤字となり､ 赤字幅の拡大と 4
期の連続の赤字を予想するものとなった｡
トヨタ単独に対する収益への影響の見通し






替レートを 1ドル=80 円から 77 円に､ 1 ユー
ロ＝116 円から 105 円に修正した11｡
なお､ 2012 年 3 月期の決算は､ 連結決算
では売上高は前年比 2.2％減の 18兆 5,836 円､
連結営業利益は同 24.1％減の 3,556 億円､ 連
結純利益は同 30.3％減の 2,835 億円､ 営業利
益は前年比 411 億円増ではあったが､ 4,398
億円の赤字であった｡
為替レートは前年と比較して対ドルで 86
円から 79 円と 7 円の円高となり､ ユーロで






｢はじめに｣ で述べたように､ 2009 年 3 月
期決算においてトヨタは赤字となり､ その後､
業績は低迷してきた｡ 2010 年ゆめWにおい





























(注) 『中日新聞』､ 2011 年 12 月 10 日より作成した｡
く､ 今後検討していきたい｣15 と一時金のあ
り方について検討することを表明している｡
また組合は､ 9 月に提案された ｢53 期前期



















｢3 階建て要求方式｣ と呼ばれ､ 2000 年のゆ
めWの要求から導入され､ 2005 年のゆめW






















はその内容である｡ ｢議論素材｣ では､ その
｢報われたと実感できる｣ の内容を表 7 のよ
うに整理している｡
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図 1 3 階建て要求の考え方




▽ ｢業績反映部分｣ や ｢グローバルなレベルでの努力・頑張りの､ 連結
業績などに対する貢献分｣ に表れない頑張りなどを織り込む部分｡
2 階 業績反映部分
▽ 組合員の努力・頑張りを ｢業績｣ で評価し､ 水準に反映する部分｡
(単独営業利益ベース)
月
数 1階 基礎部分 ▽ 基準内賃金の 5カ月分｡ 安定・安心感を確保する部分｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』､ No. 0985､ 2010 年 10 月 4 日｡




(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0988､ 2010 年 11 月 2 日より作成した｡




































































































2011 年 2 月に組合執行部からゆめWでの一
時金要求案が提案された｡ 要求案は､ 表 10




総合加算部分 b は､ ｢ 『業績には表れない
頑張りなど』 の観点から､ 職場討議を踏まえ､
加算額を総合的に判断｣23 し､ 業績反映部分
aについては､ 表 11 のように算出された｡
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表 9 新しい一時金要求の考え方
内 容 指 標
3階 総合加算部分業績には表れない努力・頑張りなどを､ 純粋に織り込む部分
2階 組合員の努力・頑張りを ｢業績｣ で評価し､ 水準に反映する部分 単独営業損益・営業外損益ベース
1階 年間賃金の一部として､ 生活の安定・安心感を確保する部分 新基準内賃金の 5か月分
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0990､ 2010 年 11 月 18 日から作成した｡
表 10 2011 年一時金要求案






(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0998､ 2011 年 2 月 1 日から作成した｡
表 11 業績反映部分の算出方法
① ｢トヨタ単体の本業への貢献分｣




2010 年度の単独営業外損益予想額 4,300 億円を前提に､ 1,000 億円あたり 5万円で算出
21.5 万円
(出所) 表 10 に同じ｡
こうして基礎部分＋業績反映部分＋総合加
算部分＝5 か月＋(－3 万円)＋10 万円＝5 か
月＋7万円となったのである｡
 業績実績に基づく一時金の修正












































一時金の回答平均 181 万 (夏季 90 万円､ 冬
季 91 万円)27 は､ 182 万円 (夏季 91 万円､






















第 1 回検討委員会では､ トヨタが ｢委員会








また､ 検討委員会では ｢働き方変革｣ を進
めるに当たり､ マネジメントの強化も実施す
ることを確認している｡














第 2 回の検討委員会 (6 月 21 日開催) に








そして､ 組合は ｢今後､ 単に 『働き方変革』
を進めるにあたっては､ 単に 『量』 を一律に
増やすのではなく､ 効率性を高め､ 柔軟性を




その後､ 第 4 回検討委員会 (7 月 23 日開
催) において､ トヨタから 36 協定 (｢時間外
及び休日勤務の取扱いに関する協定｣) に定
めた所定外労働時間数の ｢月間限度超え｣ 及



























また 10 月 19 日に賃金分科会が開催され､
中京企業研究24
表 12 施策実施の日程
・月間限度超え時の年休取得ルール：2012 年 1 月以降の超過勤務時間より適用
・年間限度超え協議：マネジメントがなされている部署では､ 本年 10 月申請分より実施し､ 2011 年
度が閉まった後に事後協議
・人事制度：移行のタイミングは､ 賃金分科会での決定を踏まえたうえで､ 2012 年 4 月より実施｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 1022-①､ 2011 年 8 月 31 日から作成した｡
トヨタから指導職と業務職の資格体系の変更




そして第 9 回検討委員会 (12 月 7 日開催)
において､ トヨタからこれまで議論してきた
課題に関わる最終的な提案があり､ 組合は






きる職場づくり｣39 のため､ 36 協定を変更し
た｡
変更の特徴は､ 月間限度超えは ｢必要休務
の算出基準｣ と ｢必要取得期限｣ であり､ 年
間限度超えは申請期限と事前協議の廃止であ
る (表 13)｡
そして､ 36 協定変更の適用は､ 月間限度
超えは 2012 年 1 月からであり､ 年間限度超
えの事前協議の廃止は 2011 年 11 月からであ
り､ ｢申請期限｣ は 2012 年 1 月からである｡
なお組合は､ 検討委員会の結果を受けて､








導入され､ 2012 年 1 月から実施することに
なった (表 14)｡
赤字業績下におけるトヨタの労使関係 25
表 13－1 36 協定の見直し (月間限度超え)




・45 時間超の時間に対し､ 8 時間ごとに 1日
▽3か月ごとに算出
(4－6 月､ 7－9 月､ 10－12 月､ 1－3 月)







(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 1033､ 2011 年 12 月 13 日から作成した｡
表 13－2 36 協定の見直し (年間限度超え)














申請期限 ▽限度超え前月の暦日 22 日

















る｣41 ために､ 新たに ｢労使でのコミュニケー
ション｣ が設けられ､ 2012 年 4 月から実施
することになった｡





























｢準指導職｣ が ｢担当職｣ に統合され､ 資格
が 4段階から 3段階となった (表 16－1)｡
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表 14 裁量労働制








裁 量 度 ▽法に規定する裁量度 要件を具体化
(出所) 表 13－1 に同じ｡
表 15 労使コミュニケーションでの確認ポイントと資料
















・2 か月連続超過在社時間 45H 超
え者リスト (裁量労働)
・3か月連続年休未取得者リスト
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 1052､ 2012 年 4 月 3 日から作成した｡
業務職の資格においては､ 担当業務職が中
堅業務職と基礎業務職に分割され資格が 2段













更は 2012 月 4 月から実施され､ 業務職の職
種変更制度は 2013 年 1 月から実施されるこ
とになった｡
 技能職
技能職については､ 第 3 回検討委員会 (7









その後､ 第 6 回検討委員会 (8 月 28 日開




とは 36 協定を前提として ｢必要なラインや
期間を限定し､ 月 2 回の休日出勤､ 2 直時の
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表 16－1 資格制度の見直し (事務技術職)















事技 6等級 事技 6等級
事技 7等級 事技 7等級
(出所) 表 13－1 に同じ｡
表 16－2 資格制度の見直し (業務職)












業務 4等級 業務 4等級
業務 5等級 業務 5等級
基礎業務職 基礎 1等級













技能職に対する施策は､ 表 17 のとおりであ
る｡
Ⅴ. トヨタに従属する組合
2011 年から 2012 年のゆめ W 前までの組
合の取り組みを､ 特に一時金と検討委員会を
中心にみてきた｡


































会が 5 月に開催され､ 12 月の第 9 回まで検
討委員会は開催された｡ 事務技術職に関する








・生産弾力性の向上として､ 月間の残業時間が 30 時間を上回る生産対応が必要な際は､ 労使で議論し､
ラインと期間を限定した上で､ 月間の総残業 45 時間レベルを目線に､ ｢直あたり月 2回の休日出勤｣､
｢2 直時の 1時間を超える残業｣､ ｢直間拡大による 1直時の残業拡大｣ といった施策を組み合わせる｡









































改善分｣ は要求せず､ ｢賃金制度維持分｣ を
要求することになった｡
その要求内容は､ ｢一. EX 級､ 技能 4 等
級､ 技能職の賃金を 348,320 円とする｣・｢二.
組合一人平均で 『賃金制度維持分』 とする｡
尚､ 賃金制度維持分は 7,300 円とする｣50 で
あった｡
この要求は､ ベースアップ (賃金制度改善











5月 17 日 第 1回検討委員会
6月 21 日 第 2回検討委員会 事務技術職・業務職
7月 30 日 第 3回検討委員会 技能職
7月 23 日 第 4回検討委員会 事務技術職・業務職
8月 28 日 第 5回検討委員会 事務技術職・業務職
8月 28 日 第 6回検討委員会 技能職
9月 25 日 第 7回検討委員会 事務技術職・業務職
9月 27 日 第 8回検討委員会 技能職





じように､ 個別賃金については ｢EX級､ 技
能 4等級､ 技能職の賃金｣ であり､ 昇給につ
いては ｢組合員一人平均｣ である｡ したがっ
て､ 個々人の結果は､ 組合の 『評議会ニュー










資格の 3,100 円であり､ 業務職も同じように
1,300 円から 1,800 円である｡ そして､ 職能
基準給と職能個人給を足して実際の昇給額を
みると､ 事務技術職においては 610 円から























1 2008 年 7 月において 1 ユーロ＝168.87 円､ 8
月において 1ドル＝109.24 円であったものが､




2010 年 1 月､ トヨタはアメリカで生産・販売
した小型車など 8 車種にアクセルペダルに不
具合があるとし､ 合計 230 万台のリコール
(無料の回収・修理) の実施を発表した｡
さらに 1 月末､ トヨタはアクセルペダルに
不具合があるとして､ 中国で多目的スポーツ
車 2 車種・合計 7 万 5,552 台､ ヨーロッパ
(ロシア､ トルコ､ イスラエルを含む) におい
て 8 車種・最大 180 万台をリコールすると発
表した｡
また 2 月上旬､ トヨタはブレーキの制御プ
ログラムに不具合があったとし､ ハイブリッ









航空宇宙局 (NASA) と共同で､ トヨタの制
御システムの調査を開始した｡
その後､ アメリカ運輸省は 8 月に制御シス
テムに問題は見当たらないという中間報告を





科し､ その合計は 4,880 万ドル (約 42 億円)
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となった｡
3 トヨタの組合は､ 1989 年から ｢春闘｣ とは言
わず ｢ゆめW｣ と呼んでいる｡ 組合によれば､




4 トヨタ自動車広報部 『クリエイション』 No.
2225､ 2011 年 8 月､ 5 ページ｡ この数字は震
災発生約 1 週間後に明確となった第 2 次以降
も含む仕入先の被災状況である｡
5 トヨタは ｢7 月にはほぼ通常レベルに回復し
ました｣ と述べている (トヨタ自動車広報部
『クリエイション』 No. 2225､ 2011 年 8 月､ 5
ページ)｡
6 ハイブリッド車種の需要の高さを優先し､ 3
月 28 日に堤工場とトヨタ九州宮田工場で ｢プ
リウス｣ とレクサス ｢CT200h｣・｢HS250h｣
の生産を再開した (『中日新聞』､ 2011 年 3 月
29 日)｡ しかし他の工場は生産を停止してい
た｡
7 ただし､ ケンタッキー工場は 4 日間であった
(トヨタ自動車株式会社 ｢＜東日本大震災関
連＞北米での生産調整について｣､ http:/ww




ン』 No. 2228､ 2011 年､ 12 ページ｡
10 『中日新聞』､ 2011 年 12 月 10 日｡
11 トヨタは対ドルで 1 円の円高が営業利益を
340 億円引き下げると言われている｡ 『日本経
済新聞』 (2011 年 12 月 10 日) によれば､ 円
高が進行した 2009 年 3 月以降の 4年間で､ 円
高によってトヨタが失った利益は､ 1 兆 7,200
億円と試算している｡
12 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0971､ 2010 年 4 月 27 日｡
13 同上｡
14 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0964､ 2010 年 3 月 4 日｡
15 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0977､ 2010 年 6 月 29 日｡
16 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0983､ 2010 年 9 月 3 日｡
17 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.





22 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0990､ 2010 年 11 月 18 日｡
23 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0998､ 2011 年 2 月 1 日｡
24 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0825､ 2006 年 12 月 4 日｡
25 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1009､ 2011 年 3 月 10 日｡
26 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1013-①､ 2011 年 3 月 17 日｡
27 2011 年の一時金は 3 年ぶりに組合の要求どお
りの ｢満額回答｣ となった｡
28 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1017､ 2011 年 6 月 2 日｡
29 同上｡
30 労使協議会では､ 組合も労使の話し合いを提










組合 『評議会ニュース』 No. 1013-①､ 2011
年 3 月 17 日) と述べている｡
31 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1017､ 2011 年 6 月 2 日｡
32 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
赤字業績下におけるトヨタの労使関係 31
1026､ 2011 年 10 月 19 日｡
33 トヨタは 2007年 7月に人事制度の変更を行い､
非管理職層の事務技術職を ｢事務技術職｣ と
｢業務職｣ の 2種類に分割した｡ 業務職は ｢業
務職｣ と ｢上級業務職｣ の 2 つの資格からな













る人材｣ と定義される｡ 両者とも ｢地区別採
用とし､ 自宅通勤を要件｡ 学歴不問 (高卒以
上)｣ とされている (トヨタ自動車人事部企画
室 『労務ニュース』 No. 1077､ 2006 年 11 月 1
日)｡
34 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1020､ 2011 年 6 月 29 日｡
35 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1021､ 2011 年 8 月 1 日｡
36 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1022-①､ 2011 年 8 月 31 日｡
37 同上｡
38 労働協約では､ 分科会を ｢労使協議会の協議
及び交渉事項の細部について協議交渉する機
関として､ 分科会を設ける｣ とし､ また ｢労
使協議会の付託により又は会社と組合の双方
が必要と認めた場合に開催する｣ として､ 生









46 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1021､ 2011 年 8 月 1 日｡
47 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1025､ 2011 年 10 月 3 日｡
48 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0990､ 2010 年 11 月 18 日｡
49 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1031､ 2011 年 12 月 2 日｡
50 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1036､ 2012 年 2 月 2 日｡
51 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
1046､ 2012 年 3 月 2 日｡
52 習熟給は EX 給以下の資格に支払われ､ 習熟
給はCX給と SX給に支払われる｡
53 持ち得ている資料では､ 2009 年においても職
能基準給が減額されていることを確認できる｡
ただし､ 事務技術職の減額は 100 円から 600
円であり､ 業務職の減額は 100 円である｡ そ
のため､ 昇給は最低でも 2,210 円であり､
2012 年と比較すると昇給額は大きい｡
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